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効果

事業分類

新し尿処理施設調査研究事業

平成２６年度行財政改革推進計画に伴う事業実績による行革効果について

団体名：　宮津市

京都府行財政改革支援等特別交付金　自己評価調書

事業名・実施項目

小規模市
町村支援

広域連携
事業支援

公共空間等長寿命化推進事業

ごみ・し尿処理施設等長寿命化推進
事業

宮津与謝広域ごみ処理施設整備事業

行革効果（単位：人・千円等）

５か年計画にて
13,938千円の削減効果

市道等の全面改修と比較し、
6,567千円の削減効果

必要最低限の計画的修繕により、
59,897千円の削減効果

計
画
の
概
要
等

　近年、団塊世代が本格的な高齢者の仲間入りをする中、社会保障関連の基盤の整備、税収の落ち込みへの対応は急務となっている。また、数年後には公共施設の更新
期限が迫っており、今のうちから公共施設の長寿命化、計画的な修繕の実施による更新時期が集中しないように分散させるなど、ストックマネジメントが大きな課題と
なっている。

　今後、市税の大幅な増収が見込めない中、持続的・安定的・効率的な行財政運営を行うためには、限られた財源で住民満足の最大化を図るため、真に必要な市民サー
ビスの一層の向上を図るとともに、事務執行のさらなる効率化や的確で計画的な施設維持管理等による経費削減をはじめとした行財政改革を引き続き徹底して行うとと
もに、将来にわたり持続可能な、足腰の強い行財政基盤を構築していく必要がある。

　財政再建計画2011(平成23年度～平成27年度）の4年度目である本年も引き続き計画に基づく各改革の手を緩めることなく断行するとともに、近隣市町との連携を図り
ながら効率的な行財政運営を進めていく。

市道等の維持修繕
L＝566.4m　20,133千円

設備更新及び修繕
108,343千円

各種の調査及び設計
16,346千円

　公共施設マネジメントにより施設の存続も検討する中、当面の間存
続させる施設等について、長寿命化及び環境負荷の低減を図った。

　道路構造、都市下水路等の維持及び長寿命化のための補修工事を実
施

１．平成２６年度　行財政改革推進計画について【総括表】

主な実績数値（出来高数値等）

　清掃工場及びし尿処理施設の計画的な設備更新及び修繕

　新ごみ処理施設建設に向けた地元調整及び基本設計等を実施

市道等長寿命化事業

　本計画により、事務執行の一層の効率化を図るとともに、施設の長寿命化対策をはじめとする様々な行革の取組を一層推進することにより、財政負担を軽減し、持続
的、安定的な財政運営の構築を図る。

取組実績の概要

　新し尿処理施設の広域的視点による整備方針の研究

市単独実施と比較し、
21,231千円の削減効果

市単独実施と比較し、
1,662千円の削減効果

各施設の改修、設備更新
13,193千円

流域下水への希釈投入調査等
871千円



２．平成２６年度　行財政改革支援等特別交付金事業の個別評価について
【小規模市町村支援・広域連携事業支援用　個別表】

行革効果

H28

　今年度より公共施設マネジメントへの着手も行っており、今後は施設の存廃も含めたあり方等を検討していくこととなる
が、当面の間、継続させる必要のある施設等について、長寿命化、環境負荷の低減に取り組んでいく。
　（市庁舎、市民会館、公園施設、市営住宅等）

H30

支援区分

小規模市町村支援

行革効果の考え方
　施設の長寿命化により更新時期を延長させた施設・設備の更新経費と当該年度投下の修繕等経費との差額。
　（試算：市営住宅…更新10年延長、その他施設…当面大規模修繕不用）
　また、快適な住環境の維持にもつながり、定住促進効果にも期待。

年度 H26

京都府行財政改革支援等特別交付金　自己評価調書
団体名 宮津市

事業着手前

25,460千円 

■平成24年度に環境マネジメントシステム（KES）を取得し、環境に優しい市庁舎づくりに努めている。
■公園施設をはじめとした公共施設においては老朽化が進み、特に公園遊具等の安全対策は喫緊の課題となっている。
■市営住宅においても修繕等が実施できていないものがあり、新たな入居者の受入の際にはこれを行う必要がある。
■人口減少が大きな課題となっている本市では、重点戦略として人口減少に歯止めをかける「定住促進戦略」を掲げて
　おり、これら各種施設の老朽化は住環境の魅力低下につながり、早急に対応が必要である。

後年度の財政出動の抑制効果を得ることができ、かつ住環境等の向上を図ることができる。

達成

H27

本事業の実績額(b) 13,193千円 32,869千円 18,680千円 18,680千円 

H29

本事業を行わなかった
場合に係る経費等(a)

18,300千円 23,360千円 24,660千円 24,260千円 116,040千円 

18,680千円 

事業名・実施項目

公共空間等長寿命化推進事業

102,102千円 

（左の理由）
後年度の財政出動の抑制効果を得ることができ、かつ住環境等の向上を図ることが
できたため。

・市庁舎電源設備等の改修
・市民会館冷暖房施設緊急修繕
・公園施設遊具等の更新、修繕等
・市営住宅の住環境向上
・隣保館緊急安全対策

５か年　計

・市庁舎電源設備等の改修　　　　：庁舎受電設備改修等　　　　　　2,396,520円
・市民会館冷暖房施設緊急修繕　　：冷暖房設備修繕　　　　　　　　4,320,000円
・公園施設遊具等の更新、修繕等　：フェンス改修、遊具修繕　　　　1,198,800円
・市営住宅の住環境向上　　　　　：宮津城東タウン住居改修　　　　1,586,520円
・隣保館緊急安全対策　　　　　　：杉末会館石積改修　　　　　　　3,691,440円

行革効果(a)-(b) 5,107千円 -9,509千円 5,980千円 6,780千円 5,580千円 

主な実績数値
（出来高数値等）

13,938千円 

期待される事業効果等
に対する達成状況

課題・現状

事業概要

期待される事業効果等

事業実績

取組状況



２．平成２６年度　行財政改革支援等特別交付金事業の個別評価について
【小規模市町村支援・広域連携事業支援用　個別表】

行革効果(a)-(b) 6,567千円 

本事業の実績額(b) 20,133千円 

本事業を行わなかった
場合に係る経費等(a)

26,700千円 

行革効果

行革効果の考え方
　市道等の全面改修に要する経費とスポット的な改修実施や地元の活動支援に要した費用との差額。
　また、安心安全なまちづくりに資する。

年度 H26

事業実績

取組状況

・市道等維持修繕（直接執行）
・市道等維持修繕（地域執行支援）
・都市下水維持修繕
・河川維持修繕

主な実績数値
（出来高数値等）

・市道等維持修繕（直接執行）　　　：舗装、水路工　等　計５路線　L＝267.2m　　9,371,160円
・市道等維持修繕（地域執行支援）　：道路舗装事業補助金　計２地区　L＝151.8m　1,500,000円
・都市下水維持修繕　　　　　　　　：水路工　計１箇所　L＝51.0m　　　　　　　 2,583,360円
・河川維持修繕　　　　　　　　　　：護岸工　等　計２箇所　L＝96.4m　　　　　 6,678,720円

期待される事業効果等
に対する達成状況

達成 （左の理由）
　順次必要箇所の舗装工事により市道全体の長寿命化と経費の節減を図るととも
に、地域住民の安心安全に資することができたため。

事業着手前

課題・現状

【課題等】
■市民生活の重要な基盤である市道、河川について、劣化による危険個所が見受けられ、地域の安心安全確保のための
　修繕が必要な状況である。
■都市下水路についても排水不良の著しい箇所があり、大雨時の浸水被害及び地域住民の避難の妨げの恐れがある。

事業概要

　道路構造、都市下水路等の維持、長寿命化のための補修工事を実施するとともに、地元住民による修繕活動を支援。

・市道等のスポット的な改修の実施
・地域からの要望への対応（生活に密着した必要性の高い市道等の改修）

期待される事業効果等
　順次必要箇所の舗装工事により市道全体の長寿命化と経費の節減を図るとともに、地域住民の安心安全に資することができ
る。

京都府行財政改革支援等特別交付金　自己評価調書
団体名 宮津市

支援区分 事業名・実施項目

小規模市町村支援 市道等長寿命化事業



２．平成２６年度　行財政改革支援等特別交付金事業の個別評価について
【小規模市町村支援・広域連携事業支援用　個別表】

行革効果(a)-(b) 59,897千円 

本事業の実績額(b) 108,343千円 

本事業を行わなかった
場合に係る経費等(a)

168,240千円 

行革効果

行革効果の考え方 　毎年対応する各施設の改修経費(設備更新経費を含む）と建設予定期間までの必要最低限の計画的な修繕を行った場合との差額。

年度 H26

事業実績

取組状況
・清掃工場等の設備保守、更新等
・し尿処理施設の設備更新等

主な実績数値
（出来高数値等）

・清掃工場等の設備保守、更新等　：　保守点検（清掃工場）、設備更新（清掃工場、不燃物処理場）　100,332,000円
・し尿処理施設の設備更新等　　　：　設備更新　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8,011,440円

期待される事業効果等
に対する達成状況

達成 （左の理由） 　費用負担の平準化を図ることができたため

事業着手前

課題・現状

　し尿処理施設については昭和39年、ごみ処理施設については平成4年、不燃物処理場については平成11年の設置となってお
り、いずれの施設も当初想定の使用期限を過ぎており、更新までの間の機能維持を図るための対策が急務である。
　し尿処理施設については、1市2町で「宮津与謝新し尿処理のあり方研究会」を設置し、早急に施設の整備方針を決定するこ
ととしたところであるが、整備までの間、現在のし尿処理施設の運用を続ける必要がある。
　ごみ処理施設については、1市2町で事務組合を設置して建設に向けて調整を行っており、建設までの期間、現在のごみ処理
施設の運用を続けなければならない。（H30稼働予定）
　不燃物処理施設については、周辺地域の環境に配慮の上で、現行施設の延長（～平成35年）について了承を得たところ。

事業概要

　ごみ・し尿処理施設等の長寿命化を図るための計画的（更新までの必要最低限のものに限定）な修繕・保守の実施。

・清掃工場
・粗大ごみ処理施設
・不燃物処理場
・し尿処理施設

期待される事業効果等
　いずれの施設も、更新を行うまでの必要なものに限定した改修等に対応するものとして、経費削減を行うもの。
　また、財政負担面でも、各種施設設備全体の更新時期等を勘案しながら必要箇所の修繕対応を行うことで費用負担の平準化
を図ることができる。

京都府行財政改革支援等特別交付金　自己評価調書
団体名 宮津市

支援区分 事業名・実施項目

小規模市町村支援 ごみ・し尿処理施設等長寿命化推進事業



２．平成２６年度　行財政改革支援等特別交付金事業の個別評価について
【小規模市町村支援・広域連携事業支援用　個別表】

行革効果(a)-(b) 21,231千円 

本事業の実績額(b) 16,346千円 

本事業を行わなかった
場合に係る経費等(a)

37,577千円 

行革効果

行革効果の考え方 事業費（事務費を除く）の総額と本市分担額との差額。

年度 H26

事業実績

取組状況

・生活環境影響調査
・用地測量
・敷地造成基本設計
・境界確定図作成　など

主な実績数値
（出来高数値等）

・生活環境影響調査　　　：　　 8,433,400円
・用地測量　　　　　　　：　　 7,135,100円
・敷地造成基本設計　等　：　　12,597,900円
・境界確定図作成　　　　：　　 1,596,200円

期待される事業効果等
に対する達成状況

達成 （左の理由）
　当地域の課題となっているごみ処理施設問題を、1市2町が連携して取り組むこと
により、候補地選定から建設事業実施までの長期にわたる大規模改修を、効率的か
つ一体的に実施することができたため。

事業着手前

課題・現状

　現在のごみ処理施設が平成26年度の稼働期限を迎える中、平成21年度から2市2町で「丹後地区ごみ処理研究会」を設置し
て、新ごみ処理施設のあり方を調査・研究してきたが、平成23年9月に1市2町で平成30年度を目途に新施設を整備することで
合意した。
　平成24年1月には1市2町で「宮津与謝広域ごみ処理施設整備推進協議会」を共同設置、平成25年４月には、広域ごみ処理施
設に係る一部事務組合を設置、新ごみ処理施設建設に向け、建設場所の調整等各種事業を実施している。

事業概要 　新ごみ処理施設建設に向けた地元調整、基本設計等を実施。

期待される事業効果等
　当地域の課題となっているごみ処理施設問題を、1市2町が連携して取り組むことにより、候補地選定から建設事業実施まで
の長期にわたる大規模改修を、効率的かつ一体的に実施することができる。

京都府行財政改革支援等特別交付金　自己評価調書
団体名 宮津市

支援区分 事業名・実施項目

広域連携事業支援 宮津与謝広域ごみ処理施設整備事業



２．平成２６年度　行財政改革支援等特別交付金事業の個別評価について
【小規模市町村支援・広域連携事業支援用　個別表】

行革効果(a)-(b) 1,662千円 

本事業の実績額(b) 871千円 

本事業を行わなかった
場合に係る経費等(a)

2,533千円 

行革効果

行革効果の考え方 事業費（事務費を除く）の総額と本市分担額との差額。

年度 H26

事業実績

取組状況
・し尿等の成分分析
・流域下水道への希釈投入可能性調査

主な実績数値
（出来高数値等）

・し尿等の成分分析　　　　　　　　　　：　分析委託　　　　　　　　　　　179,280円
・流域下水道への希釈投入可能性調査　　：　調査委託（コンサルタント）　2,300,000円

期待される事業効果等
に対する達成状況

達成 （左の理由）
　1市2町ともに人口減少が進む中、環境負荷、経済性等を考慮した効率的で効果的
な当地域におけるし尿の処理のあり方を探ることができたため。

事業着手前

課題・現状

　現在のし尿処理施設は昭和39年の稼働から半世紀以上が経過しており、現在は老朽化した設備の部分改修等の長寿命化で対
応している。
　平成22年から平成24年までにメタン発酵施設の導入検討を行った結果は、ごみ処理施設の整備手法へ活用されることとなっ
たが、し尿処理施設での導入は困難と判断した。
　現在、新たな手法である宮津湾流域下水道へのし尿等の希釈投入を踏まえた広域的な視点で整備方針を決定することとし、
1市2町で研究会を設置することとした。

事業概要
　1市2町の担当課長等で構成する研究会においてし尿等及び流域下水道流入量推計、宮津湾流域下水道へのし尿等の希釈投入
の可能性調査を実施。

期待される事業効果等
　1市2町ともに人口減少が進む中、環境負荷、経済性等を考慮した効率的で効果的な当地域におけるし尿の処理のあり方を探
ることができる。

京都府行財政改革支援等特別交付金　自己評価調書
団体名 宮津市

支援区分 事業名・実施項目

広域連携事業支援 新し尿処理施設調査研究事業



取組状況

成果

問題点

中・長期的
な市町村の
課題

中・長期的
な市町村の
取組目標

目標達成に
向けた具体
的な取組

行革効果（単位：人・千円等）

学校再編により６か年で
計86,970千円の削減効果

取組実績の概要

　存続する小中学校の修繕、設備更新を行い、教育環境の充実を図る。

団体名：　宮津市

京都府行財政改革支援等特別交付金　自己評価調書

事業名・実施項目

１．平成２６年度　行財政改革推進計画（行財政改革推進枠）について【総括表】

　ごみ処理施設、し尿処理施設等の公共施設が今後集中的に更新時期を迎えるが、過疎化・高齢化が進展する中、真に必要な規模・機能の精査、財政
負担の平準化、計画的な長寿命化対策が求められる。

　平成23年度から5年間の計画である「財政健全化計画2011」において、今後5年間で見込まれる18億円の財源不足の解消及び宮津再生に向けた取組(み
やづビジョン）の下支えに取り組んでいくこととしている。

○財政健全化の目標
・市役所内部の改革(職員定数の見直し、施設管理の見直し等により5年間で1,193百万円）
・事務事業の改革（事務事業の厳選、補助金の見直し等により5年間で133百万円）
・基金の活用（5年間で366百万円）
・公債費対策（5年間で11百万円）
・収入の改革（市税等滞納対策の強化により5年間で295百万円）

○みやづビジョンの実現に向けた下支え
　(財源の捻出）、施策の重点化と計画的な施策展開、業務改革等による行政運営のスリム化、公債費管理プログラムによる投資財源の捻出に取り組む
こととしている。　公共施設マネジメントによる計画的な長寿命化対策に取り組むこととし、財政負担の平準化、不要施設の統廃合を進めることとし
ている。

平成２６年度行財政改革推進計画に伴う事業実績による行革効果について

主な実績数値（出来高数値等）

地域の学校（まなびや）利活
用事業

　過疎化・高齢化の進展の著しい本市において、「人口減少、地域経済の低迷、地域活力の衰退」という３つのマイナスの連鎖等により税収の減少が
進む一方で社会保障関連経費の増大・公債費の高止まりなど、歳出の硬直化は進行しており極めて厳しい財政状況にある。
　こうした中、平成18年には今後5年間で60億円の財源不足の解消等を目指した「行政改革大綱2006」を策定、また平成23年には5年間で18億円の財源
不足の解消及び宮津再生に向けた取組のための財源の捻出と市債発行額の適正管理を図る「財政健全化計画2011」を策定し、市役所内部の改革、事務
事業の改革などに努めている。

　選択と集中による「足腰の強い行財政基盤」の構築を目指し、健全化路線の手を緩めることなく進めていく必要がある中、高齢化の進行に伴う社会
保障関連経費の増、ごみ・し尿処理施設の更新への対応と長寿命化、学校の耐震化などの課題が山積している。計

画
の
概
要
等

今
後
の
取
組

 行革大綱2006期間中は、60億円の赤字見込みを解消したほか、市債残高の確実な減少や下水道特別会計の10億円近い累積赤字の解消等の成果を得、財
政の再建軌道に乗せることができた。
　また、健全化計画2011についても、平成23年度～平成25年度決算において、一部未達成の項目があるものの、全体として計画を上回る成果を上げて
きており、順調に進捗をしている。

こ
れ
ま
で
の
取
組

小中学校の修繕、設備更新
16,321千円



２．平成２６年度　行財政改革支援等特別交付金事業の個別評価について

31,200千円

81,200千円

効果②　行革後(b) 31,200千円

効果②　行革前（a) 81,200千円

主な実績数値
（出来高数値等）

86,970千円

期待される事業効果等
に対する達成状況

課題・現状

事業概要

期待される事業効果等

事業実績

取組状況
　・小学校施設改修、設備更新
　・中学校施設改修、設備更新

計

　・小学校施設改修、設備更新　　　：　14,151,763円
　・中学校施設改修、設備更新　　　：　 2,169,472円

行革効果(a)-(b) 56,191千円 ▲ 175千円 7,818千円 10,818千円 12,318千円

96,876千円

3,828千円

事業名・実施項目

地域の学校（まなびや）利活用事業

59,906千円

（左の理由）
　全体計画の中で再編後の学校施設の教育環境の充実を図り、子育
て、人材育成の推進を図ることができたため。

16,146千円 16,146千円

H26

効果①　行革後(b) 26,101千円 16,321千円 8,328千円 5,328千円

H28

効果①　行革前（a) 32,292千円 16,146千円

京都府行財政改革支援等特別交付金　自己評価調書
団体名 宮津市

事業着手前

16,146千円

　本市では、児童生徒数の減少により複式学級が編成されているなど、集団を必要とする教育の実施が困難な学級
も存在している。
　より良い教育環境整備のために、平成21年3月に「宮津市小・中学校再編計画」を、平成25年3月には「第２次宮
津市立小・中学校の再編計画(北部地域編)」を策定した。
　平成25年度には由良小学校と栗田小学校が、平成26年度には日置中学校と橋立中学校が再編され、また、平成27
年度には上宮津小学校と宮津小学校が再編される。
　こうした中、廃校となった校舎等は、地域での検討を踏まえて社会教育施設とするなどの利活用を進めてきてお
り、再編後に今後も継続して利用していく学校施設については、耐震化を含め、学校施設の修繕や設備の整備な
ど、その教育環境の整備を進めてきたところ。

　再編後の学校施設の教育環境の充実を図り、子育て、人材育成の推進を図ることができる。

達成

行革効果

H27

　学校施設の修繕等を行い、教育環境の充実を図る。
　・小中学校施設整備、設備修繕等

H29

支援区分

行財政改革推進枠

行革効果の考え方

効果①：学校再編による学校施設の維持管理経費の削減額を行革効果とする。
（由良・栗田小学校統合前のH23の事業費をベースにH24以降の効果額を試算）

効果②：H25に行った廃校後の由良小学校校舎の活用（社会福祉法人への無償譲渡、特養整備）に要する経費と旧校舎の取り
壊し経費(社会福祉法人が実施することにより市負担が不要となった)との差額を行革効果とする。

年度 H24～H25


